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第７章 

電子商取引 

（１）概要

WTO 第 2 回閣僚会議（1998 年 5 月）において「グロ

ーバル電子商取引に関する宣言」が採択されて以降、

WTO、OECD、UNCITRAL、APEC において、電子商取引が如

何なる法的規律もしくは規制枠組の対象となり得るの

かについて、議論がなされてきた。かような国際的枠

組みにおいては、未だに結論には至っていない一方、

豪シンガポール FTA（2003 年 2 月署名）において「電

子商取引章」が設けられて以降、EPA／FTA のみならず

デジタルに関する協定が提案、締結されており多岐にわ

たる実効的な規律の設定が進んでいる。 

電子商取引に関する法的規律については、主に「電

子商取引の概念」、「デジタルコンテンツの分類」「関

税不賦課」が議論されてきた（図表Ⅲ‐7－1）。 

①電子商取引の概念

「電子商取引」という概念は、未定義若しくは個別

の用語・定義で用いられている（図表Ⅲ‐7－2 参照）。

EPA／FTA 等において設置されている「電子商取引章」

についても、“electronic commerce”の定義はなされ

ていないものの、電子商取引を構成する以下の特徴が

挙げられている。 

(ａ)技術中立性 

電子商取引は伝統的に行われてきた商取引との比

較において、手段・技術に差はあるものの、それ以外

の要素は中立であるとする考え方。 

具体的には、商取引にまつわる意思表示の手段（書

面、電子メール等）、国際的なサービスの提供手段（書

面の郵送、ファクシミリでの送付、電話による報告、

電子メール等）、ソフトウェアなど無形製品の媒介手

段（CD、DVD などの形態による物品としての貿易、放

送用電波やインターネット等の通信網）が手段として

挙げられている。 

(ｂ)経済的発展機会 

電子商取引による国際取引の利点の維持発展に向

け国際的に一致した取組を推進すべきだという考え方。

電子商取引における貿易円滑化効果を重視する。 

(ｃ)取引信頼環境 

詐欺や情報流出機会増大などのリスク面に注目し、

回避もしくは軽減のために国際的に一致した取組を推

進すべきだという考え方。 

②デジタルコンテンツの分類

デジタルコンテンツを売買する際に生じる代価に

ついて、物の購買料か、サービスの対価か、又は知的

財産権の使用料のいずれに分類するかに応じて、WTO 

協定において適用される規律が GATT、GATS、又は

TRIPS とそれぞれ異なる。「電子商取引章」を有する

EPA/FTA 等を締結している国のうち、米国、豪州及び

日本は、当該分類論に特段の見解を持たない立場を貫

いている。具体的には、WTO における議論には中立の

姿勢を保持するとともに、「電子商取引章」において

は附註等の形で言及している。 

③関税不賦課

インターネット上で海外のサイトから、ソフトウェ

アを有料でダウンロードしても、関税は賦課されない。

これは、電子的送信を捕捉して関税を賦課することが、

現状の技術では不可能という側面もあるが、法的にも

電子的送信に関税が賦課されないことは国際的に合意

されている。 

WTO においては、第 2 回閣僚会議（1998 年 5 月）以

降、「電子的送信に対する関税を賦課しないという現

行の慣行を継続」（関税不賦課のモラトリアム）が断
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続的に継続している。第11 回閣僚会議（2017 年12 月）

においても、次回閣僚会議までの継続が決定された。

EPA/FTA においても、日本や米国、豪州が締結した

EPA/FTA 等における電子商取引章では、関税不賦課を

恒久的な法的義務として規定している。 

ソフトウェアを含むキャリアメディアの関税賦課

のあり方については、WTO 発足以前から GATT の関税評

価委員会において議論されてきた1。同委員会では、

「ソフトウェアを有線や衛星によって送信できれば、

関税の問題は生じない」ことが、ソフトウェアの関税

評価における固有の考慮すべき事情とされている。 

将来的に電子的送信の捕捉が技術的に可能となっ

た場合、関税不賦課のモラトリアムが終了すると共に

電子的送信に対し課税を開始する WTO 加盟国が現れる

恐れがある。このリスクに備えることがEPA/FTA 等にお

ける本規定の目的である。 

しかし、締約国からの電子的送信であっても、それ

が締約国から発信されたものか、非締約国から発信さ

れたものが締約国を経由しているだけなのか、電子的

送信の発信地を特定することも困難である。すなわち

締約国間に限定した関税不賦課の政策的恩恵の実施は

不可能となる可能性は高い。 

したがって、本規定の目的は、EPA/FTA 等の増加に

伴い事実上発生する「関税不賦課コミュニティ」が、技

術的不可能性の終焉とともに実効性を持った区分とし

て確立されることを目指したものであるとする考え方

も存在する。 

 

（２）国際機関における議論 

 

①WTO 

WTO における議論については、第Ⅱ部補論 2「デジタ

ル貿易」参照。 

 

②OECD 

OECD によるガイドラインは、EPA/FTA 等においても

援用されている。「OECD 電子商取引閣僚級会議」

（1998 年 10 月）にて採択された「OECD 電子商取引行

動計画」では、以下の 4 原則が提示されている。 

 

（ａ）ユーザー・消費者との信頼構築 

 
1 1984 年東京ラウンドで採択された関税評価委員会の決定（VAL/8）とその議論（VAL/M/10）において、ソフトウェアを搭載した運搬用媒体に対する

関税の課税評価について、ソフトウェアのコストや価格を差し引いた運搬用媒体のみの価格を対象とする評価方法も GATT7 条（関税評価）と整合す

るとの解釈がなされた。この評価方法は、WTO 発足後も GATT7 条の実施に関する協定の解釈等に関する WTO 決定 6 でも参照されている。 

消費者保護については、「電子商取引に関する消費

者保護ガイドライン」（1999 年、2016 改訂）において、

「透明で有効な消費者保護」「公正な営業・広告・販

促行為」「オンラインでの情報開示」「確認プロセス」

「支払」「紛争解決と救済」「プライバシー保護」「啓

蒙・周知」の 8 原則を挙げると共に、その実施とグロー

バルな協力を推奨・提案している。「国際詐欺防止ガ

イドライン」（2003 年）では、「公正な営業・広告・販

促行為」の原則がより具体化された。 

プライバシー保護については、「プライバシー保護 

及び個人データの国家間送受信に関するガイドライン」

（1980 年）に基づきプライバシー保護向上の技術検証

や利用者意識向上などの活動を推進している。本ガイ

ドラインは、2013 年に改訂された。 

情報セキュリティと認証については、「情報システ

ムの安全性に関するガイドライン」（1992 年）及び「暗

号政策ガイドライン」（1997 年）が制定されている。

前者は「情報システム及びネットワークの安全性に関

するガイドライン」（2002 年）として改訂された後、

2015 年 9 月に「経済的社会的繁栄のためのデジタルセ

キュリティリスクマネジメント」として再度、改訂さ

れた。 

 

（ｂ）デジタル市場の基本ルール確定 

税制については、1997 年に電子商取引課税の基本的

枠組について議論が行われた「トゥルク会議」以降の

検討成果として、「OECD 電子商取引閣僚級会議」（1998 

年 10 月）では「電子商取引の税制枠組条件」が制定さ

れた。ここでは、電子商取引に関する税制の基本原則

として中立性、効率、確実性・平明さ、効果・公平さ、柔

軟性などの原則が必要だと提唱されている。これら原則

実施のための税制枠組としては、納税者向けサービス、

税務行政（納税者個人情報や納税者認証等）、収税、

消費税、国際税制と協力という要素を特定している。 

貿易政策と市場アクセスについては、2000 年12 月、

当時の各国 GATS 約束表を特にオンラインサービス提

供の視点から分析して報告している。 

 

（ｃ）電子商取引のための情報インフラの強化 

「情報インフラへのアクセスと利用」については、

ネットワークサービス価格の在り方や電気通信規制や
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事業者相互接続について、主に通信技術面での市場動

向と政策含意についての検討がなされてきた。電子商

取引との関係については、「ローカルアクセス価格と

電子商取引」（2000 年）において、国際的なネットワ

ーク普及度の差異がもたらす「国際デジタル・ディバ

イド」への認識と政策的対応が取り上げられている。 

「インターネット管理とドメイン名システム」につ

いては、2005 年 5 月に国連傘下のインターネットガバ

ナンス作業部会に対し統計情報提供等の報告を行って

いる。 

 

（ｄ）電子商取引がもたらす利益の最大化 

「経済・社会へのインパクト」、「電子政府」、「中

小企業」、「教育・技能」、「僻地開発と情報通信技

術」、「開発協力」、「グローバル参加」が議論され

てきた。OECD では、整合性の高い国際統計を整備する

ために、電子商取引の定義や各種指標を提案しつつ、

調査報告書を発表している。 

 

③UNCITRAL 

1966 年に創設された UNCITRA（L 国際連合国際商取引

法委員会）においては、電子商取引、電子署名及び電

子的移転可能記録に関するモデル法が採択されている。 

 

（ａ）電子商取引に関するモデル法 

1996 年に採択され、翌年 1 月に国連総会決議として

採択された。意思伝達や情報蓄積の手段として、書面

に替わって電子的手段を利用することに対する法のモ

デルを各国に提供することを目的とする。 

「情報は、それがデータメッセージの形体であるこ

とのみを理由として法的効力、有効性又は執行力を否

定されてはならない」（第 5 条）、「契約の成立に関

しては、当事者が別段の合意をしないかぎり、申込及

び申込の承諾はデータメッセージによって表示するこ

とができる」（第 11 条）などを内容とする。1998 年

に改正された。 

 

（ｂ）電子署名に関するモデル法 

「電子商取引に関するモデル法」における電子署名

に関する規定（第 7 条）をベースに、その後の技術発

展を反映させた電子署名に関するモデル法として、

2001 年に採択された。 

電子署名と手書き署名との同等性の認定に関して

技術的信頼性に関する基準が設定されると共に、電子

署名に使用される個別の技術製品のいずれに対しても

立法上の優位性を与えないという技術中立性の保証が

明示された。 

 

 （ｃ）電子的移転可能記録に関するモデル法 

 手形、小切手、船荷証券、倉荷証券等の移転可能証

券の電子化に関するモデル法であり、2017年に採択された。 

 移転可能証券と機能的に同等とされる電子的記録の要件

として、移転可能証券において含めることが要求される情

報を含むことのほか、①当該電子的記録を電子的移転可能

記録として特定すること（「単一性」）、②当該電子的記

録が、効力又は有効性を失うまでの間、当該電子的記録を

「支配」に服することができるものとすること、③当該電

子的記録の「完全性」を維持することについて、信頼性の

ある手段がとられることを規定している（第10条）。 

④APEC 

電子商取引の持つ大きな潜在力と重要性に対する

認識は、「21 世紀へのビジョン」（1997 年）及び「電

子商取引に関する活動青写真」（1998 年）として首脳

宣言において共有されてきており、1999 年には、APEC 

高級実務者特別タスクフォースとして電子商取引運

営グループ（ECSG：Electronic Commerce Steering 

Group） が設置された。これまでデータプライバシー

やペーパーレス貿易などについて議論が行われている

他、APEC における取組の中で EPA/FTA のモデル章の

一つとして電子商取引章モデルも策定されている。

ESCG は、2007 年に貿易投資委員会（CTI）傘下の作業

部会に移行した後、2019 年、発展的に解消、デジタル

経済運営グループ（DESG：Digital Economy Steering 

Group）に改組され、従来の電子商取引に加え、APEC 

インターネット及びデジタル経済ロードマップ

（AIDER：APEC Internet and Digital Economy Roadmap）

に定められた 11 の重点分野についてその進捗をモニ

ターすることになり、2020年から2025年までのAIDER

の実施に向けたワークプログラムを承認し、これに基

づく活動を実施中である。 

 

（ａ）データプライバシー 

APEC 加盟エコノミー間での情報流通が不必要に妨

げられることを防ぐため加盟エコノミーで一貫した情

報プライバシー保護の取組を推進することを目的とし

て、2005 年 11 月の APEC 首脳会議において「APEC プラ

イバシーフレームワーク」が承認された。この中で

は、1980 年の OECDプライバシーガイドラインを踏襲
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しつつ、新たな要素として「被害の防止」を盛り込ん

だ原則が掲げられた。更に、事業者等が定める外国に

移転する個人情報の取扱いに関する自社ルールや体制

について、APECプライバシーフレームワークへの適合

性を認証するシステムである「越境プライバシー・ル

ール（CBPR: Cross-Border Privacy Rules）システム」の策

定が進められた。 

2007 年に APEC 閣僚会合ならびに首脳会合で採択さ

れた「APEC データプライバシーパスファインダー」に

基づき 2008 年から開始された「パスファインダープ

ロジェクト」を通じて、事業者向け自己査定ガイドラ

インの策定や、越境プライバシー執行のための協力取

決め（CPEA: Cross-border Privacy Enforcement Arrangement）

の採択が行われた。 

2011 年 11 月、閣僚会合においてCBPRシステムの主要

文書が承認された。また、2014 年 1 月には APEC と欧

州の情報流通の相互運用性を促進するため、「欧州拘

束的企業準則（BCR）と APEC 越境プライバシールール

システムのためのコモンレファレンシャル」がとりま

とめられた。さらに、APEC プライバシーフレームワー

クはアップデートが図られ、2016 年 11 月の閣僚会議に

よって「APEC プライバシーフレームワーク 2015」が承

認された。 

CBPR システムには、2022年 2 月現在、米国、メキシ

コ、日本、カナダ、韓国、シンガポール、チャイニー

ズ・タイペイ、豪州、フィリピンが参加。事業者等の

越境個人情報保護体制がAPEC プライバシーフレームワ

ークへ適合しているかを事業者等の申請に基づいて審

査、認証する認証機関はアカウンタビリティ・エージ

ェント（AA）と呼ばれる。2022年2月現在、DESGによる

承認を経て米国、日本（JIPDEC、2016 年 6 月～）、シ

ンガポール、韓国及びチャイニーズ・タイペイのAAが

事業を開始しており、米国で39社、日本で3社、シンガ

ポールで6社の計48社の事業者がCBPR認証を取得してい

る。 

 

（ｂ）貿易に係る文書の電子化（ペーパーレス貿易） 

2004 年 9 月、ECSG の下部部会であるペーパーレス

貿易サブグループ（現在は消滅）が「国境を越えたペ

ーパーレス貿易環境に向けての戦略と行動」を策定し、

同年 11 月の第 16 回 APEC 閣僚会議にて承認された。

この文書では 2020 年に APEC 域内での貿易関連情報を

電子的に送信できる環境を確立させることを目標に掲

げる一方、全体像や統合計画が欠如していることも表

明しており、他の関係部会（税関手続に関する作業部

会（SCCP）、農業技術協力作業部会（ATC WG））との

共同作業の下、以下を含む作業計画の実施を求めて

いる。 

（作業計画の主な内容） 

・電子衛生証明書、植物衛生証明書（e-SPS）の実

現 

・税関申告項目の調和 

・貿易関連文書の電子的な交換に伴う問題を議論する

ためのワークショップや途上エコノミーに対する技

術支援 

2021年11月には、税関手続や法律の枠組を更新

及び改善を行い貿易実務者と税関当局との電子的

関与を支援する目的で「ペーパーレス貿易に関す

るガイドライン」を策定した。本文書は今後もニ

ュージーランドによって作業状況を反映して定期

的に更新される予定である。 

なお、近年の APEC では、サプライチェーンの連結性

向上、手続コスト（費用、時間）低減の具体的手段の

１つとして文書の電子化を検討する傾向が強い。

2019 年の議長エコノミーを努めたチリは、自らが掲

げた優先課題のうちの「統合 4.0」の成果として、中国、

ペルーと共同して「単一窓口及び相互運用を通じたサプ

ライチェーン統合 4.0 アクションプラン」をまとめ、

2021年から、シンガポール、ペルー、韓国、チリ

の有志エコノミーが輸出入データをシステム上で

共有するシングルウインドウの相互運用パイロッ

トプロジェクトを実施中である。 

 

（ｃ）WTO における議論の後押し 

WTO においては有志国で本議論が継続して行われて

いる一方、APEC 加盟エコノミーの一部は本交渉への参

加を表明していない状況。そのため我が国では、2019 年 

APEC 開催エコノミーのチリと共同して、電商関係法制

度に関する能力構築を実施するためのプロジェクトを

提案し、CTI において承認された。2020 年 1 月より、

まずはポリシーサイトユニット（PSU）による電子商取

引に関する各加盟エコノミーの国内法の有無、内容に

ついて調査を実施中。 

 

（３）EPA/FTA 等の電子商取引章 

 

適用範囲、デジタル・プロダクトの無差別待遇と関
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税不賦課、電子署名と認証、消費者保護、情報の電子

的手段による国境を越える移転、コンピュータ関連設

備の設置に関する要求の禁止、ソース・コード（一部

の協定においてはアルゴリズムも含む）の開示要求の

禁止などから構成される。 

 

①適用範囲 

（ａ）電子的サービス提供における技術中立性 

技術的手法の違いに対しサービス貿易規律は中立

的であるべきという技術中立性の原則に基づき、サー

ビスの提供は、電子的手段又はその他手段とも等しく

サービス貿易規律の適用を受けることについて、電子

商取引の観点から確認している。 

 

（ｂ）適用除外事項の明記 

機微事項として適用除外とする方法については、電

子商取引章全体から除外する場合と、実体規律で個別

に除外する場合に分けられる。 

除外対象としては、内国税、補助金・政府調達、放

送・音響映像サービス、GATT・GATS における一般例外・

安全保障例外措置、投資における適合しない措置など

が挙げられる。 

②他章との調整規定 

物品貿易章、サービス貿易章、投資章、知的財産章

など他章との重複適用を前提としている場合、「非整

合の範囲内で規律不適用」という形式等での調整がな

されている場合もあれば、日 EUEPA及び日英EPAのよ

うに、「他の規定と抵触する場合には、抵触の限りに

おいて他の規定が優先する」旨明記されている場合も

ある。 

 

③デジタル・プロダクトの無差別待遇 

WTO におけるデジタルコンテンツ分類論が膠着する

一方、EPA/FTA 等においては、デジタルコンテンツに

相当するものとして「デジタル・プロダクト」を定義

した上で、内国民待遇と最恵国待遇を設定している。 

 

（ａ）デジタル・プロダクトの定義 

米シンガポール FTA において「コンピュータ・プロ

グラム、文章、動画、静止画、音声録音、そしてその

他の製品で、デジタル符号化がなされているもの」と

して定義されて以降、デジタル・プロダクトを定義す

るほとんどの EPA/FTA 等においては、本定義が援用さ

れている。 

ただし、「電子的に転送されるものであるか、キャ

リアメディアに固定されたものであるかを問わない」

とする場合と「キャリアメディアに固定されたものは

含まない」とする場合が存在する。 

 

（ｂ）内国民待遇 

物品やサービス貿易における内国民待遇と同様の

概念として、デジタル・プロダクトは産地や製作者な

どの国籍によって内外差別を受けない。 

 

（ｃ）最恵国待遇 

物品やサービス貿易における最恵国待遇と同様の

概念として、デジタル・プロダクトは産地や製作者な

どの国籍によって非締約国との間に差別を受けない。 

 

④関税不賦課 

第 2 回 WTO 閣僚会議（1998 年）以降、断続的に継続

されている「関税不賦課のモラトリアム」に恒久的な

法的拘束力を与えたもの。 

CD やDVD などのキャリアメディアに固定されている

か、電子的に送信されるかに関わらず「デジタル・プ

ロダクトの輸出入に関して」「内国税を除き、関税、

費用その他の課徴金を」賦課しないという米国型と、

WTO モラトリアムの文言を援用して「締約国は、締約

国間での電子的送信に関税を賦課しないという現在の

慣行を維持する」としている豪州型とがある。 

 

⑤ソース・コード 

過去に中国やインドにおいて機器に組み込まれた

ソフトウェアのソース・コードの開示を求める措置が

採用・検討されたことがあり WTO の場において各国か

らこうした措置の見直しを求める声があった。 

一部の国において保護主義的政策が見られる中、国

内産業振興策、その他経済政策等により、今後、いず

れかの国がかかる規制を導入する可能性は排除できな

い。このような状況は域内の ICT デバイスの生産者、

サービス提供者、投資家にとって潜在的な懸念であり、

かかる要求を予防的に牽制する規定にするため、ソフ

トウェア自身やソフトウェアを組み込んだ機器につい

て、その輸入や販売等の条件として、政府がソース・

コードの移転及び開示を要求しないことを義務づけて

いる。本規定は、我が国の EPA 等のうち、日モンゴル 

EPA 電子商取引章において初めて規定され、TPP 及び

CPTPP 協定、日 EUEPA、日米デジタル貿易協定、日英
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EPAにおいても同様の内容が規定された。 

なお、日米デジタル貿易協定、日英EPAにおいては、

ソース・コードにおいて表現されるアルゴリズム（問

題の解決手順。計算方法。ソース・コード等によっ

て表現される抽象的な概念。）についても移転・アク

セス要求の禁止の対象としている。 

 

⑥コンピュータ関連設備の設置に関する要求の禁止 

いわゆるクラウド・コンピューティングのサービス

を提供している業者にとって、各国からその国の区域

内にサーバやデータセンターの設置を求められること

は、設備のグローバルな最適配置を妨げられる要因と

なる。また、かかるサービスを利用する側の企業にと

っても、グローバルなサービス提供者をパートナーと

して海外展開するに当たって、進出先で国内サーバの

利用を義務づけられれば、不必要なコストを負うこと

となる。本規定は、こうした要求を締約国が行うこと

を原則的に禁止するものであり、近年急速に発展し拡

大する電子商取引市場に合わせて、新たなルール作り

が必要となってきているというニーズを踏まえ、我が

国の EPA 等のうち、日モンゴル EPA 電子商取引章にお

いて初めて規定され、TPP 及び CPTPP 協定、日米デジ

タル貿易協定、日英EPA、RCEP協定においても同様の内

容が規定された。 

なお、日モンゴル EPA 及び TPP 及び CPTPP 協定、日

英EPA、RCEP協定においては、公共政策の正当な目的を

達成するために、一定の条件下で適合しない措置を採

用し、又は維持することを妨げるものではない旨の

規定を設けている。 

 

⑦情報の電子的手段による国境を越える移転 

本規定は、締約国は事業の実施のために行われる場

合には、情報（個人情報を含む。）の電子的手段によ

る国境を越える移転を許可することを規定しており、

我が国の EPA 等のうち、TPP 協定及び CPTPP 協定、日

米デジタル貿易協定、日英EPA、RCEP協定において規定

された。 

なお、上記のいずれの協定においても、公共政策の

正当な目的を達成するために、一定の条件下で適合し

ない措置を採用し、又は維持することを妨げるもので

はない旨の規定を設けている。 

 

⑧国内規制 

規制負荷の最小化や産業主導による電子商取引の

発展などを原則として明記したもの。UNCITRAL「電子

商取引に関するモデル法」、APEC モデル章、GATS 国内

規制条項を援用する例などがある。 

電子商取引に影響を及ぼす全ての措置が合理的、客観

的及び公平な態様で実施されることを確保することが定

められている。日英EPAにおいては、その対象に自国に

よる情報の収集に関係する措置も含まれることを明記し

た。 

 

⑨電子署名と認証サービス 

公開鍵基盤（PKI）に関する締結国間における相互運

用性の追求、行政サービスに関連して発行する電子証

明書についての相互承認の追求、従来手法の署名と電

子署名との間における法的効果の同等性と署名手法の

選択における技術中立性の保証、電子取引の法適合性

について取引当事者が法廷で立証する機会を妨げる立

法の防止などが一般的である。 

国内法上、電子署名の定義が異なる二国間において

は、相互運用や相互承認などの議論が困難となるケー

スが多い。 

 

⑩貿易実務に係る文書の電子化（ペーパーレス貿

易行政） 

原産地証明書から通関・検疫・入国関連書類まで、

貿易行政に関する書類を電子的書式で公的に利用可能

な状態とすること、政府はメールなど電子的に提出さ

れた貿易行政書類について紙ベースの書類として提出

されたものと法的に同等であるとして受領することな

どが規定されている。 

法的拘束力が強い義務規定としている場合は例外

事項が設定してあり、既存の国内法及び国際法上の要

請がある場合、電子化が貿易行政の効率を落とすよう

な場合にはこれら義務は適用されないとしている。 

 

⑪オンライン消費者保護 

OECD「電子商取引に関する消費者保護ガイドライン」

（1999 年）における原則「各国が消費者保護に関する

措置の採用・維持を行う際にはそれが透明で効果的で

なくてはいけない」を反映させた規定。協定によって

は、消費者保護団体間での協力、迷惑メールの対策、

プライバシー保護などに関する規定が盛り込まれてい

るケースが存在する。 

なお、プライバシー保護の必要性については、

APEC「プライバシーフレームワーク」（2005 年）及び 
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OECD「プライバシー保護及び個人データの国際流通

についてのガイドライン」（1980 年）遵守の必要性や

国際標準等への考慮が盛り込まれている。 

 

⑫民間の参画 

APEC モデル章における「国内規制枠組」中の「産業

界主導の原則」を豪州が EPA／FTA において援用して

いた部分を条項化したもの。 

日スイス EPA では、APEC モデル章において「協力」

として整理されていた民間の自主規制を推奨するとい

う規定も当条項内に盛り込まれている。 

 

⑬協力 

APEC「電子商取引に関する活動青写真」において盛

り込まれた中小事業者の電子商取引利用促進、先進技

術や商慣習に関する情報共有、国境を越える情報流通

の維持、国際的フォーラム等における議論への積極的

な参加などが盛り込まれている。 

 

（４）個別協定の特徴 

（図表Ⅲ‐7－3 参照） 

 

①豪シンガポール FTA（2003 年 2 月署名、2003 年 

7 月発効） 

 

②米シンガポール FTA（2003 年 5 月署名、2004 年 

1 月発効） 

 

③米チリ FTA（2003 年 6 月署名、2004 年 1 月発

効） 

 

④米豪 FTA（2004 年 5 月署名、2005 年 1 月発効） 

 

⑤インド・シンガポール包括経済連携協定（2005 年

6 月署名、2005 年 8 月発効） 

 

⑥米韓 FTA（2007 年 6 月署名、2012 年 3 月発効） 

 

⑦日スイス EPA（2009 年 2 月署名、2009 年 9 月

発効） 

 

⑧韓 EU・FTA（2010年 10月署名、2011年 7月発効） 

 

⑨日豪 EPA（2014 年 7 月署名、2015 年 1 月発効） 

 

⑩日モンゴル EPA（2015 年 2 月署名、2016 年 6 月

発効） 

 

⑪中韓 FTA（2015 年 6 月署名、2015 年 12 月発効） 

 

⑫中豪 FTA（2015 年 6 月署名、2015 年 12 月発効）  

上記各 EPA における特徴は、2017 年版不公正貿易報

告書 787 頁～792 頁参照。 

 

⑬TPP（環太平洋パートナーシップ）協定（2016 年 2

月署名） 

第 14 章「電子商取引章」として、定義（14・1条）、

適用範囲及び一般規定（14・2 条）、関税（14・3条）、

デジタル・プロダクトの無差別待遇（14・4 条）、国

内の電子的な取引の枠組み（14・5 条）、電子認証及

び電子署名（14・6 条）、オンラインの消費者の保護

（14・7 条）、個人情報の保護（14・8 条）、貿易に

係る文書の電子化（14・9 条）、電子商取引のための

インターネットへの接続及びインターネットの利用に

関する原則（14・10 条）、情報の電子的手段による国

境を越える移転（14・11 条）、インターネットの相互

接続料の分担（14・12 条）、コンピュータ関連設備の

設置（14・13 条）、要求されていない商業上の電子メ

ッセージ（14・14 条）、協力（14・15 条）、サイバー

セキュリティに係る事項に関する協力（14・16 条）、

ソース・コード（14・17 条）、紛争解決（14・18 条）

から構成される。 

同協定では、企業等のビジネスの遂行のためである

場合には、電子的手段による国境を越える情報（個人

情報を含む。）の移転を認める「情報の電子的手段に

よる国境を越える移転」や、企業等が自国の領域内で

ビジネスを遂行するための条件として、コンピュータ

関連設備を自国の領域内に設置すること等を要求して

はならない「コンピュータ関連設備の設置」、他の締

約国の者が所有する大量販売用ソフトウェアのソー

ス・コードの移転又は当該ソース・コードへのアクセ

スを原則として要求してはならない「ソース・コード」

条項が規定された。 

 

⑭環太平洋パートナーシップに関する包括的及び

先進的な協定（CPTPP）（2018 年 3 月署名、

2018 年12 月発効） 
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内容は上記 TPP 協定に同じ。 

 

⑮日EU・EPA（2018 年 7 月署名、2019 年 2 月発

効） 

第 8 章「サービスの貿易、投資の自由化及び電子商取

引」の第 F 節「電子商取引」として、目的及び一般規定

（8・70 条）、定義（8・71 条）、関税（8・72 条）、ソー

ス・コード（8・73 条）、国内規制（8・74 条）、事

前の許可を不要とする原則（8・75 条）、電子的手段に

よる契約の締結（8・76 条）、電子認証及び電子署名

（8・77 条）、消費者の保護（8・78 条）、要求されて

いない商業上の電子メッセージ（8・79 条）、電子商取

引に関する協力（8・80 条）、データの自由な流通（8・

81 条）から構成される。 

同協定では、他の締約国の者が所有するソフトウェ

アのソース・コードの移転又は当該ソース・コードへ

のアクセスを原則として要求してはならない「ソース・

コード」条項や、いずれの締約国も電子的な送信に対

して関税を賦課してはならないものとする「関税不賦

課」条項が規定された。また、締約国は、本協定の発

効後３年以内に、自由なデータ流通に関する条項を含

める必要性を再評価することが規定されている。 

 

⑯日米デジタル貿易協定（2019 年 10 月署名、

2020年1月発効） 

定義（第 1 条）、適用範囲（第 2 条）、一般的例外

（第 3 条）、安全保障のための例外（第 4 条）、信用

秩序の維持のための例外並びに金融政策及び為替政策

のための例外（第 5 条）、租税（第 6 条）、関税（第

7 条）、デジタル・プロダクトの無差別待遇（第 8 条）、

国内の電子的な取引の枠組み（第 9 条）、電子認証及

び電子署名（第 10 条）、情報の電子的手段による国境

を越える移転（第 11 条）、コンピュータ関連設備の設

置（第 12 条）、対象金融サービス提供者のための金融

サービスのコンピュータ関連設備の設置（第 13 条）、

オンラインの消費者の保護（第 14 条）、個人情報の保

護（第 15 条）、要求されていない商業上の電子メッセ

ージ（第 16 条）、ソース・コード（第 17 条）、コン

ピュータを利用した双方向サービス（第 18 条）、サイ

バーセキュリティ（第 19 条）、政府の公開されたデー

タ（第 20 条）、暗号法を使用する情報通信技術産品

（第 21 条）等から構成される。 

同協定では、情報の電子的手段による国境を越える

移転を禁止、制限してはならないとする「情報の電子

的手段による国境を越える移転」条項や、自国の領域

内で事業を実施するための条件として、企業等に自国

の領域内においてコンピュータ関連設備を利用、設置

することを要求してはならないとする「コンピュータ

関連設備の設置」条項、他方の締約国の者が所有する

ソフトウェアの輸入・流通・販売・使用の条件として、

ソース・コード又はソース・コードにおいて表現され

るアルゴリズムの移転又はアクセスを原則として要求

してはならないとする「ソース・コード」条項、情報

通信技術産品の製造・販売・流通・輸入・使用の条件

として、同産品の製造者又は供給者に対して①財産的

価値を有する情報（特定の技術、生産工程、暗号に関

する情報等）を当該締約国の領域に所在する者に対し

て移転すること、②情報通信技術産品の使用等につい

て、当該締約国の領域に所在する者と提携・協力する

こと、③特定の暗号を使用することを要求してはなら

ないとする「暗号法を使用する情報通信技術産品」条

項が規定された。 

 

⑰日英EPA（2020 年 10 月署名、2021 年 1 月発

効） 

第 8 章「サービスの貿易、投資の自由化及び電子商取

引」の第 F 節「電子商取引」として、目的及び一般規定

（8・70 条）、定義（8・71 条）、関税（8・72 条）、ソー

ス・コード（8・73 条）、国内規制（8・74 条）、事

前の許可を不要とする原則（8・75 条）、電子的手段に

よる契約の締結（8・76 条）、電子認証及び電子署名

（8・77 条）、電子商取引のためのインターネットへの

接続及びインターネットの利用に関する原則（8・78 

条）、消費者の保護（8・79 条）、個人情報の保護（8・

80 条）、要求されていない商業上の電子メッセージ（8・

81 条）、政府の公開されたデータ（8・82 条）、電子商

取引に関する協力（8・83 条）、情報の電子的手段による

国境を越える移転（8・84 条）、コンピュータ関連設備の

設置（8・85 条）、暗号法を使用する商業用の情報通信技

術製品（8・86 条）から構成される。 

同協定では、電子的手段による国境を越える情報

（個人情報を含む。）の移転を認める「情報の電子的

手段による国境を越える移転」条項や、自国の領域内

で事業を実施するための条件として、企業等に自国の

領域内においてコンピュータ関連設備を設置すること

等を要求してはならない「コンピュータ関連設備の設

置」条項、他の締約国の者が所有するソフトウェアの

ソース・コード又はソース・コードにおいて表現され
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るアルゴリズムの移転又はアクセスを原則として要求

してはならない「ソース・コード」条項、暗号製品等

の暗号開示の要求又は特定の暗号の使用要求をしては

ならないとする「暗号法を使用する商業用の情報通信

技術製品」条項が規定された。 

 

⑱RCEP（地域的な包括的経済連携）協定（2020 年 

11 月署名、2022年1月発効） 

第 12 章「電子商取引章」として、定義（12・1 条）、

原則及び目的（12・2 条）、適用範囲（12・3 条）、協

力（12・4 条）、貿易に係る文書の電子化（12・5 

条）、電子認証及び電子署名（12・6 条）、オンライ

ンの消費者の保護（12・7 条）、オンラインの個人情

報の保護（12・8 条）、要求されていない商業上の電

子メッセージ（12・9 条）、国内規制の枠組み（12・

10 条）、関税（12・11 条）、透明性（12・12 条）、

サイバーセキュリティ（12・13 条）、コンピュータ関

連設備の設置（12・14 条）、情報の電子的手段による

国境を越える移転（12・15 条）、電子商取引に関する

対話（12・16 条）、紛争の解決（12・17 条）から構

成される。 

同協定では、電子的手段による国境を越える情報の

移転を認める「情報の電子的手段による国境を越える

移転」条項や、自国の領域内で事業を実施するための

条件として、企業等に自国の領域内においてコンピュ

ータ関連設備を設置すること等を要求してはならない

「コンピュータ関連設備の設置」条項が規定された。 

また、締約国は現在の及び新たな問題（デジタル・

プロダクトの待遇、ソース・コード、データの国境を

越える流通及びコンピュータ関連設備の設置であって、

金融サービスにおけるもの等）や電子商取引の発展及

び利用に関連する他の事項等、対話の重要性を認識す

ることが規定されている。 
 

  

＜図表 III-7-1＞電子商取引に関する主要な国際的取組の系譜 

  

WTO 
 

OECD 
 

UNCITRAL 
 

APEC 
二国間協定等 

（署名時） 

1980  「プライバシー保護及び    
  個人データの国際流通に

ついての 
   

  ガイドライ    
  ン」    

1992      
  「情報システムの安全性    

  に関するガイドライン」    
 

1997 
   

「電子商取引に関するモ 
  

  「暗号政策ガイドライ デル法」   
  ン」    

1998 「グローバルな電子商取   「電子商取引に関する活  
 引に関する閣僚宣言」   動青写真」  
 「電子商取引作業計画」 「電子商取引の税制枠組    
 関税不賦課モラトリアム 条件」    
 合意  

「OECD電子商取引行動計 
   

1999  画」  電子商取引運営グループ  
    設置  
  「電子商取引に関する消    
  費者保護ガイドライン」    

2000  公表    
   

「ローカルアクセス価格 
   

2001 関税不賦課モラトリアム と電子商取引」 「電子署名に関するモデ   
 延長 「電子商取引に関する円 ル法」   
  卓会議」    

2002      
   

「情報システム及びネ 
   

2003  ットワークの安全性に関   豪シンガポールFTA 
  するガイドライン」   米シンガポールFTA 
     米チリFTA 
  国際詐欺防止ガイドライ    

2004 関税不賦課モラトリアム ン制定  「（認証）管轄領域を横
断する電子商取引での使 

米豪FTA 

 延長   用に供しうる証明書の発行 豪タイFTA 
    手法に関するガイドライ

ン」 
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2005 関税不賦課モラトリアム  「国際契約における電子 「APECプライバシーフレ 泰ニュージーランド緊密 

 延長  的コミュニケーションの ームワーク」 経済連携協定 
   利用に関する条約」  インドシンガポール包括 
     経済連携協定 

     韓シンガポールFTA 

2006     米ペルーTPA 

     米コロンビアFTA 

2007    「APECデータプライバシ
ーパスファインダー」
APEC貿易円滑化モデル措
置電子商取引章合意 

 

米韓FTA 

      

2008     豪チリFTA 

2009 関税不賦課モラトリアム   「APEC越境プライバシ 

ー執行のための協力取 

決め」 

日スイスEPA 

 延長    

2010    韓EU・FTA 

2011 関税不賦課モラトリアム     

 延長   「APEC越境プライバシ 

ー・ルール（CBPR）」 
 

2012     

2013 関税不賦課モラトリアム 
   豪マレーシアFTA 

 
延長     

2014  「プライバシー保護及び 
個人データの国家間送受 
信に関するガイドライ 
ン」の改訂 

  日豪 EPA 

2015 関税不賦課モラトリアム 
   

 延長   日モンゴル EPA 

    中韓 FTA 

     中豪 FTA 

2016  「経済的社会的繁栄のた 
めのデジタルセキュリテ 
ィリスクマネジメント」 

   

     

     

2017 関税不賦課モラトリアム 
「電子商取引に関する消 
費者保護ガイドライン」 
の改訂 

   

 延長 「電子的移転可能記録に 
関するモデル法」 

  

 電子商取引に関する共同   

 声明     

2018     CPTPP協定 

 
    日 EUEPA 

2020     日英EPA 

     RCEP協定 
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＜図表 III-7-2＞“Electronic Commerce”に関する諸定義原文 

1998年9月に採択されたWTO電子

商取引に関する作業計画より 

（パラ1.3 第1文） Exclusively for the purposes of the work programme, and 

without prejudice to its outcome, the term “electronic commerce” is 

understood to mean the production, distribution, marketing, sale or 

delivery of goods and services by electronic means. 

1997年1月に国連総会決議として

採択されたUNCITRAL「電子商取

引に関するモデル法（Model Law 

on Electronic Commerce）」より 

（ 前 文 パ ラ 2） Noting that an increasing number of transactions in 

international trade are carried out by means of electronic data interchange 

and other means of communication, commonly referred to as “electronic 

commerce”, which involve the use of alternatives to paper-based methods of 

communication and storage of information, 

1997年1月にOECDから発表された

文 書 “Measuring Electronic 

Commerce”より 

Electronic commerce refers generally to all forms of transactions relating 

to commercial activities, 

including both organisations and individuals, that are based upon the 

processing and transmission of 

digitised data, including text, sound and visual images. 

2001年にOECDから発表された文 

書より、広義の定義（Summary 

Record of the 2001 meeting 

[DSTI/ICCP/IIS（2001）M]） 

An electronic transaction is the sale or purchase of goods or services, 

whether between businesses, households, individuals, governments, and other 

public or private organisations, conducted over computer-mediated networks. 

The goods and services are ordered over those networks, but the payment and 

the ultimate delivery of the good or service may be conducted on or off- 

line. 

2001年にOECDから発表された文

書より、狭義の（Internet 

transaction）定義（Summary 

Record of the 2001 meeting 

[DSTI/ICCP/IIS（2001）M]） 

An Internet transaction is the sale or purchase of goods or services, 

whether between businesses, households, individuals, governments, and other 

public or private organisations, conducted over the Internet. The goods and 

services are ordered over the Internet, but the payment and the ultimate 

delivery of the good or service may be conducted on or off-line. 

2009年のOECD広義/狭義の定義統

合 

An e-commerce transaction is the sale or purchase of goods or services, 

conducted over computer networks by methods specifically designed for the 

purpose of receiving or placing of orders. The goods or services are 

ordered by those methods, but the payment and the ultimate delivery of the 

goods or services do not have to be conducted online. An e-commerce 

transaction can be between enterprises, households, individuals, 

governments, and other public or private organisations. 
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＜図表 III-7-3＞二国間協定等で具体的に規定されている内容 
 

豪シンガポール

自由貿易協定 

米シンガポール

自由貿易協定 

 

米チリ自由貿易協定 

 

米豪自由貿易協定 

03年2月署名 

03年7月発効 

03年5月署名 

04年1月発効 

03年6月署名 

04年1月発効 

04年5月署名 

05年1月発効 

①適用範囲 ○「WTO規則の適合性確認」（前文） 

○目的と定義（1条） 

○例外（9条） 

○紛争解決規定の不適用（10条） 

○総則（14条1項） 

○電子的サービス提供（14条2項） 

○定義（14条4項） 

○GATS一般例外適用（総則最終章

21条1項パラ2） 

○金融プルデンシャル措置適用除

外（金融章10条10項パラ1/2） 

○一般規定（15条1項） 

- 協定内他章もしくは附属書にあ

る関連する規定、例外、適合しない

措置を除外 

○電子的サービス提供（15条2項） 

○定義（15条6項） 

○ GATS一般例外適用（例外章23条1 

項パラ2） 

○金融プルデンシャル措置適用除

外（金融章12条10項パラ1/2） 

○総則（16条1項） 

○電子的サービス提供（16条2 

項） 

○定義（16条8項） 

○ GATS一般例外適用（例外章22 

条1項パラ2） 

○金融プルデンシャル措置適

用除外（金融章13条10項パラ

1/2） 

②他章との調整規

定 

   ○デジタル・プロダクト無差別

と知的財産権章（17章）との調

整（16条4項パラ3（c）） 

③デジタル・プロダ

クトの無差別待遇  

（NT=内国民待遇、 

MFN=最恵国待遇） 

 ○デジタル・プロダクト（14条3項

パラ3/4） 

- キャリアメディア・電子送信両方

含むNT及びMFN規定 

- 放送サービス適用除外 

- 越境サービス章・金融章・投資章

で設定されている整合措置も適用

除外 

○デジタル・プロダクト無差別（15 

条4項） 

- 電子送信のみNT及びMFN規定 

- 協定発効後1年以内は規律に適合

しない現行措置を維持可能（それ以

降は附属書に明記したもののみ維

持可能） 

○デジタル・プロダクト無差別 

（16条4項） 

- キャリアメディア・電子送信

両方含むNT及びMFN規定 

- 放送サービスならびに音響映

像サービス適用除外 

- 越境サービス章・金融章・投

資章で設定されている整合措

置も適用除外 

- 補助金・行政サービスも適用 

除外 

④関税 ○二国間「電子送信」への関税不賦

課恒久義務化（3条） 

○デジタル・プロダクト（14条3

項パラ1/2） 

- 二国間「電子送信」への関税不賦

課恒久義務化 

- キャリアメディア搭載デジタル・

プロダクトは従来どおりの税関評価

を固定義務化 

○デジタル・プロダクトへの関税 

（15条3項） 

- 二国間「電子送信」への関税不賦

課恒久義務化 

○関税（16条3項） 

- 二国間「電子送信」ならびに

キャリアメディア搭載のデジ

タル・プロダクト両方に対し関

税不賦課恒久義務化 

⑤国内規制 ○国内規制枠組（4条）    

⑥電子署名及び認

証サービス 

○電子認証及び電子署名（5条）   ○認証及びデジタル証明書（16 

条5項） 

⑦貿易実務に係る文

書の電子化（ペーパ

ーレス貿易行政） 

○ペーパーレス貿易（8条）   ○ペーパーレス貿易（16条7項） 

⑧オンライン消費

者保護 

○オンライン消費者保護（6条） 

○ オンライン個人データ保護（7 

条） 

  ○オンライン消費者保護（16条 

6項） 

- OECD「電子商取引に関する消

費者保護ガイドライン」原則援

用 

⑨民間の参画 ○国内規制枠組（4条）    

⑩協力   ○協力（15条5項）  

⑪国境を越える情

報流通 

  ○協力（15条5項パラ（c）） 

- APECモデル措置の越境情報流通

維持の協力 

 

⑫迷惑メール     

⑬コンピュータ関

連設備の設置 

 

    

⑭ソース・コード 

 

    

その他 ○透明性（2条）    
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豪タイ自由貿易協定 
泰ニュージーランド 

   緊密経済連携協定 

 

印シンガポール包括経済連携協定 

 

米韓自由貿易協定 

04年7月署名 

  05年1月発効 

05年4月署名 

05年7月発効 

05年6月署名 

05年8月発効 

07年6月署名 

12年3月発効 

①適用範囲 ○目的及び定義（1101条） 

○紛争解決規定の不適用（1109

条） 

○目的及び定義（10条1項） 

○紛争解決規定の不適用（10条8

項） 

○総則（10条1項） 

○電子的サービス提供（10条3項） 

○定義（10条2項） 

○例外（10条5項） 

-政府調達適用除外 

-一般例外・安全保障例外 

-他章での適合しない措置適用除外 

-放送サービス適用除外 

○総則（15条1項） 

○電子的サービス提供（15条2

項） 

○定義（15条9項） 

○ GATS一般例外適用（例外章23

条1項パラ2） 

○金融プルデンシャル措置適用

除外 

（金融章13条10項パラ1/2） 

②他章との調整 

規定 

    

③デジタル・プロダ

クトの無差別待遇  

（NT=内国民待遇、 

MFN=最恵国待遇） 

  ○デジタル・プロダクト（10条4項

パラ 

3/4） 

-キャリアメディア・電子送信両方

含むNTのみ規定 

-放送サービス適用除外 

-越境サービス章・金融章・投資章

で設定されている整合措置も適用除

外 

○デジタル・プロダクト無差別

（15条3 項パラ2/3） 

-キャリアメディア・電子送信両

方含むNT及びMFN規定（特にNTは

二国間貿易への適用を強調） 

-放送サービス適用除外 

-越境サービス章・金融章・投資

章で設定されている整合措置も

適用除外 

-補助金・行政サービスも（NTの

み）適用除外 

④関税 ○二国間「電子送信」への関税不賦

課恒久義務化（1102条） 

○二国間「電子送信」への関税不賦

課恒久義務化（10条2項） 

○デジタル・プロダクト（10条4項

パラ 

1/2） 

-二国間「電子送信」への関税不賦

課恒久義務化 

-キャリアメディア搭載デジタル・プ

ロダクトは従来どおりの税関評価を

固定義務化 

○デジタル・プロダクト無差別

（15条3 項パラ1） 

-二国間「電子送信」ならびにキ

ャリアメディア搭載のデジタ

ル・プロダクト両方に対し関税

不賦課恒久義務化 

-規律運用に関する見解相違の協

議規定あり 

⑤国内規制 ○ 国内規制枠組（1103条） ○ 国内規制枠組（10条3項）   

⑥電子署名及び認

証サービス 

○電子認証及びデジタル証明書

（1104 条） 

  ○認証及びデジタル証明書（15

条4項） 

-電子署名の技術中立性原則の追

加規定あり 

-「正当な政府目的」等による例

外規定あり 

⑦貿易実務に係る文

書の電子化（ペーパ

ーレス貿易行政） 

○ペーパーレス貿易（1107条） ○ペーパーレス貿易（10条6項）  ○ペーパーレス貿易（15条6項） 

⑧オンライン消費者

保護 

○オンライン消費者保護（1105

条） 

○オンライン個人データ保護

（1106条） 

○オンライン消費者保護（10条4

項） 

○オンライン個人データ保護

（10条5 項） 

 ○オンライン消費者保護（15条5

項） 

-OECD「電子商取引に関する消費

者保護ガイドライン」原則援用 

-両政府当局間協力規定（詐欺等

に関する強制執行当局、消費者

保護当局） 

⑨民間の参画 ○ 国内規制枠組（1103条） ○ 国内規制枠組（10条3項）   

⑩協力 ○協力（1108条） ○協力（10条7項）   

⑪国境を越える情報

流通 
   ○境情報流動（15条8項） 

-個人情報保護関連規定（「APEC

プライバシーフレームワーク」原

則の援用） 

⑫迷惑メール     

⑬コンピュータ関連

設備の設置 

    

⑭ソース・コード     

その他   ○透明性（10条6項） ○「電子商取引のためのインタ

ーネットへのアクセスならびに

使用の原則」 

（15条7項） 
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日スイス経済連携協定 
豪NZ・ASEAN 

自由貿易協定 

 

韓EU・自由貿易協定 

 

豪マレーシア自由貿易協定 

09年2月署名 

09年3月発効 

09年2月署名 

10年1月発効 

10年10月署名 

11年7月発効 

12年5月署名 

13年1月発効 

①適用範囲 ○ 適用範囲（70条） 

○ 一般規定（71条） 

○ 定義（72条） 

○ 例外（83条） 

-GATS/GATT一般例外条項・安全

保障例外条項援用 

-政府調達・補助金・租税措置適

用除外 

○ 目的（1条） 

○ 定義（2条） 

○目的及び原則（7条48項パラ

1） 

○音響映像サービス適用除外

（越境サービス貿易節7条4項パ

ラ1、及び、設立節7条10項） 

-音響映像サービスは「韓EU文化

協力議定書」にて規定。 

○目的（15.1条） 

○サービスの電子的提供（15.2

条） 

○定義（15.3条） 

②他章との調整規定 ○ 物品貿易章・サービス貿易

章・投資章・知的財産章との調整

規定（総則規定（71条パラ3） 

○紛争解決章への不適用（10条）   

③デジタル・プロダ

クトの無差別待遇  

（NT=内国民待遇、 

MFN=最恵国待遇） 

○デジタル・プロダクト無差別待

遇（73 条） 

-電子的送信のみNT及びMFN規定

（ただしNTは協定効力発生前の

既存措置については努力規定） 

-サービス章・投資章で設定され

ている留保も適用除外 

-デジタル・プロダクト国籍決定

に関する原則規定と説明義務設定 

-発効5年後再協議規定 

   

④関税 ○ WTO関税モラトリアム確認規定 

（76条） 

 ○目的及び原則（7条48項パラ

3） 

-電子的手段による送信に関税

を賦課しない。脚注に「韓国は、

電子的送信を物品/サービスのい

ずれとも予断しない立場」 

○関税（15.4条） 

⑤国内規制 ○ 国内規制（77条） 

-GATS6条（国内規制）原則部分援

用 

○ 国内規制枠組（3条）  
○ 国内規制枠組（15.5条） 

⑥電子署名及び認証

サービス 

○電子署名及び認証サービス（78

条） 

-国内法に定められる特定取引例

外規定あり 

-「正当な政策目的」等による例

外規定あり 

○電子認証及びデジタル証明書 

（5条） 

○規制案件の協力（7条49項パラ1

（a）） 

○電子認証及びデジタル証明書

（15.6 条） 

⑦貿易実務に係る文

書の電子化（ペーパ

ーレス貿易行政） 

○ペーパーレス貿易行政（79条） ○ペーパーレス貿易（8条） 

○電子商取引における協力（9条パ

ラ（a）） 

○規制案件の協力（7条49項パラ1

（e）） 

○ペーパーレス貿易（15.9条） 

⑧オンライン消費者

保護 

○オンライン消費者保護（80条） 

-プライバシー保護原則規定も含

む 

○オンライン消費者保護（6条） 

○オンライン個人データ保護（7条） 

○電子商取引における協力 

（9条パラ（c）） 

○目的と原則（7.48条2項） 

-国際的な消費者保護の基準に沿

った電子商取引の発展 

○オンライン消費者保護（15.7

条） 

○オンライン個人データ保護

（15.8条） 

⑨民間の参画 ○民間の参加（81条） ○電子商取引における協力 

（9条パラ（g）） 

  

⑩協力 ○協力（82条） ○電子商取引における協力（9条） ○規制案件の協力（7条49項）  

⑪国境を越える情報

流通 

    

⑫迷惑メール ○協力（82条2項パラ（b）） 

○消費者/データ保護（電気通信

サービス附属書9条1項パラ（a）） 

○電子商取引における協力 

（9条パラ（c）） 

○規制案件の協力（7条49項パラ

1（c）/（d）） 

-迷惑メール対策と消費者保護 

○要求されていない商業上の電子

メッセージ（15.10条） 

⑬コンピュータ関連

設備の設置 

    

⑭ソース・コード     

その他 ○サービス無差別待遇（74条） 

-サービス章・投資章で設定さ

れている整合措置も適用除外 

○市場アクセス（75条） 

-サービス章・投資章で設定され

ている留保も適用除外 

○透明性（3条） ○規制案件の協力（7条49項パラ1

（b）） 

-情報の伝送/蓄積に関する仲介

業者の信頼性 
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日豪経済連携協定 

 

 

日モンゴル経済連携協定 

 
 

中韓自由貿易協定 

 
 

中豪自由貿易協定 

14年 7 月署名 

15年 1 月発効 

15年 2 月署名 

16年 6 月発効 

15年6月署名 

15年12月発効 

15年6月署名 

15年12月発効 

①適用範囲 ○ 基本原則（13.1条） 

○ 定義（13.2条） 

○ 一般規定（9.1条） 

○ 定義（9.2条） 

○ 一般規定（1条） 

○ 定義（8条） 

○目的及び目標（1条） 

○定義（2条） 

②他章との調整規定  ○物品章、サービス章、投資

章、知財章との調整規定（9.1

条一般規定） 

○他章との関係（2条） 

○紛争解決の不適用（9 条） 

○ 紛争解決規定（11 条） 

③デジタル・プロダ

クトの無差別待遇  

（NT=内国民待遇、 

MFN=最恵国待

遇） 

○デジタル・プロダクト無

差別待遇（13.4 条） 

-電子的送信のみＮＴ，ＭＦ

Ｎ規定 

-投資章、サービス章の適合しな

い措置、知財、政府調達、補助

金、政府の権限の行使として提供

されるサービスとの調整規定 

○デジタル・プロダクト無差別

待遇（9.4条） 

-キャリアメディアに搭載され

たデジタル・プロダクトも含め

ＮＴ，ＭＦＮ規定。 

-政府調達、締約国又は公的企業が交
付する補助金（贈与、公的に支援さ
れる借款、保証及び保険を含
む。）、サービス章のＭＦＮ例外リ
スト、約束表、投資章の留保表等に
記載された措置は適用除外。。 

  

④関税 ○関税（13.3条） 

 

○関税（9.3条） ○ 関税（3条） ○関税（3条） 

⑤国内規制 ○国内規制（13.5条） ○国内規制（9.9条）  ○国内規制の枠組み 

（5条） 

⑥電子署名及び認証

サービス 

○電子署名（13.6条） ○電子署名（9.5条） ○電子認証及び電子署名（4

条） 

○電子認証及びデジタル証明

書（6条） 

⑦貿易実務に係る

文書の電子化（ペ

ーパーレス貿易行

政） 

○貿易実務に係る文書の電子

化（13.9条） 

○貿易実務に係る文書の電子化

(9.8条) 

○貿易に係る文書の電子化（6

条） 

○貿易に係る文書の電子化（9

条） 

⑧オンライン消費者

保護 

○消費者の保護（13.7条） 

○個人情報保護（13.8 条） 

○消費者の保護（9.6条） ○電子商取引における個人情報

の保護（5条） 

○オンラインの消費者の保護

（7条） 

○オンラインの情報の 

保護（8条） 

⑨民間の参画     

⑩協力  ○協力（13.10条）  ○協力（9.12条） ○電子商取引における協力 

（7条） 

○電子商取引における協力

（10条） 

⑪国境を越える情報

流通 
    

⑫迷惑メール 〇要求されていない電子メッセー

ジ（第10.20条(電子通信サービス

章)） 

○要求されていない商業上の電子

メール（9.7条） 

  

⑬コンピュータ関連

設備の設置 

 ○コンピュータ関連設備の所在地

に関する要求の禁止（9.10条） 

  

⑭ソース・コード  ○ソース・コード（9.11 条） 

 

  

その他  ○電子商取引に関する小委員会

（9.13条） 

 ○透明性（4条） 
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環太平洋パートナーシップに関

する包括的及び先進的な協定 

（CPTPP） 

 
 

日EU・経済連携協定 

 
 

日英包括的経済連携協定 

 
地域的な包括的 

経済連携協定 

（RCEP) 

18年3月署名 

18年12月発効 

18年7月署名 

19年2月発効 

20年10月署名 

21年1月発効 

20 年11月署名 

22年1月発効 

①適用範囲 ○定義（14・1条） 

○適用範囲及び一般規定（14・2

条） 

〇目的及び一般規定 

（8.70条） 

〇定義（8.71条） 

〇目的及び一般規定 

（8.70条） 

〇定義（8.71条） 

○定義（12・1条） 

○適用範囲（12・3条） 

②他章との調整規

定 

○適用範囲及び一般規定（14・2

条） 

〇目的及び一般規定 

（8.70条） 

〇目的及び一般規定 

（8.70条） 
〇適用範囲（12・3条） 

③デジタル・プロダ

クトの無差別待遇  

（NT=内国民待遇、 

MFN=最恵国待

遇） 

○デジタル・プロダクトの無差

別待遇（14・4条） 

-電子的送信のみＮＴ，ＭＦＮ規

定 

- 越境サービス章・金融章・投

資章で設定されている適合しな

い措置も適用除外 

-知的財産章の規定に抵触する部

分は適用除外 

- 補助金・又は行われる贈与

（公的に支援される借款、保証

及び保険を含む。）も適用除外 

-放送サービス適用除外 

   

④関税 ○関税（14・3条） 〇関税（8.72条） 〇関税（8.72条） ○関税（12・11条） 

⑤国内規制 ○国内の電子的な取引の枠組み

（14・5条） 

〇国内規制（8.74条） ○国内規制（8.74条） 〇国内規制の枠組み 

（12・10条） 

⑥電子署名及び認

証サービス 

○電子認証及び電子署名（14・6

条） 

〇電子認証及び電子署名（8.77

条） 

〇電子認証及び電子署名（8.77

条） 

〇電子認証及び電子署名（12・

6条） 

⑦貿易実務に係る

文書の電子化（ペ

ーパーレス貿易行

政） 

○貿易に係る文書の電子化

（14・9条） 

  ○貿易に係る文書の電子化

(12・5条) 

⑧オンライン消費

者保護 

○オンラインの消費者の保護

（14・7条） 

○ 個人情報の保護（14・8条） 

〇消費者の保護（8.78 条） ○消費者の保護（8.79条） 

○個人情報の保護（8.80条） 

 

○オンラインの消費者の保護

（12・7条） 

○オンラインの個人情報の保護

（12・8条） 

⑨民間の参画     

⑩協力 ○協力（14・15条） 

○サイバーセキュリティに係る

事項に関する協力（14・16条） 

〇電子商取引に関する協力（8.80

条） 

〇電子商取引に関する 

協力（8.83条） 
○協力（12・4条） 

⑪国境を越える情

報流通 

○情報の電子的手段による国境を

越える移転（14・11条） 

〇データの自由な流通 

（8.81条） 

-協定の発効から3年以内に、デー

タの自由な流通に関する規定をこ

の協定に含めることの必要性につ

いて再評価する 

 

〇情報の電子的手段による国境

を越える移転 

（8.84条） 
 

〇情報の電子的手段による国境

を越える移転 

（12・15条） 
 

⑫迷惑メール ○要求されていない商業上の電

子メッセージ 

（14・14条） 

〇要求されていない商業上の電

子メッセージ 

（8.79条） 

〇要求されていない商業上の

電子メッセージ 

（8.81条） 

〇要求されていない商業上の

電子メッセージ 

（12・9条） 

⑬コンピュータ関

連設備の設置 

○コンピュータ関連設備の設置

（14・13条） 

 

 〇コンピュータ関連設備の設

置（8.85条） 

〇コンピュータ関連設備の設

置（12・14条） 

 

⑭ソース・コード ○ソース・コード（14・17 

条） 

 

〇ソース・コード（8.73 条） 

 

〇ソース・コード（8.73条） 

 

 

その他 ○電子商取引のためのインター

ネットへの接続及びインターネ

ットの利用に関する原則 

（14・10条） 

○インターネット相互接続料の

分担（14・12条） 

○紛争解決（14・18条） 

〇事前の許可を不要とする原則

（8.75条） 

〇電子的手段による契約の締結

（8.76条） 

〇事前の許可を不要とする原

則（8.75条） 

〇電子的手段による契約の締

結（8.76条） 

〇電子商取引のためのインタ

ーネットへの接続及びインタ

ーネットの利用に関する原則

（8.78条） 

〇政府の公開されたデータ

（8.82条） 

〇暗号法を使用する商業用の

情報通信技術製品（8.86条） 

 

〇透明性（12・12条） 

〇サイバーセキュリティ

（12・13条） 

〇電子商取引に関する対話

（12・16条） 

〇紛争の解決（12・17条） 
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